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全体像

令和３年度税制改正の主な要望項目【各省庁】

法人税
所得税

中小企業向け設備投資減税の延長
※中小企業経営強化税制、中小企業投資促進税制、商業・サービス業・農林
水産業活性化税制、中小企業防災・減災投資促進税制

経産省他

医療に係る設備投資減税の延長 厚労省

研究開発税制の拡充・延長 経産省他

所得拡大促進税制・大企業向け賃上げ税制の延長
経産省

法人税

中小企業者等の法人税率の特例の延長

交際費課税の特例措置の拡充 厚労省・農水省

サテライトオフィス整備に係る軽減措置の創設 ※固定資産税も 総務省

ビジネスモデル転換に資する税制措置の検討 経産省

資産税
親族以外の第三者による事業承継の促進税制 金融庁

教育資金一括贈与非課税措置等の延長 文科省・内閣府・金融庁

例年どおりなら、各省庁・業界団体と財務省・総務省が詳細をつめ、政府の税制調査会の議論や与党
の税制調査会で協議され、12月中旬に与党の「令和３年度税制改正大綱」が公表される予定

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。
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中小企業経営強化税制の延長①

新型コロナウイルス感染症の影響による落込みからの回復に向けて、中小企業・小規模事業者の生産性向
上に向けた設備投資を後押しするため、適用期限を令和５年３月31日まで２年間延長する。

要望内容

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

＜現行制度＞

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・所得税 認定経営革新等支援機関

～中小企業向け設備投資減税～
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中小企業経営強化税制の延長②

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

【製造業：自動制御化】
配管図の作図においてAIの画像認識技術を導入すること
により、作図にまつわる作業工程を自動化することで、作

図費用削減や作業の標準化、熟練者による属人作業から
脱却し、人材配置の最適化を図る。

「デジタル化設備（Ｃ類型）」の活用事例

【検査業：遠隔操作】
Wi-Fi搭載型の制御盤等を導入することにより、全ての測

定データについて、集約・分析を過去のデータをもとにス
ケールアップまで自動計算が可能となり、また測定作業が
不要となる。それを外部で閲覧可能にすることにより、費
用と時間の節約、加えてコロナ対策にも繋がる。また、素
早い情報提供で受注の取りこぼしを防ぎ売上拡大を図る。

【葬儀業：遠隔操作】

ネット中継システムを導入することにより、遠方からの
葬儀の参列を可能とする新たなサービスの導入を図
る。また、中継のオペレーションを遠隔化することで、
テレワークを推進。

【学習支援業：遠隔操作】

講演会等は都市部で行われることが多く、地方在住
の方にも参加いただけるように、動画講義の観覧やオ
ンラインイベントの申し込みなどを一括して行える医
療職種専用アプリケーションシステムを開発し、顧客
と非対面で講座やセミナーを開催することを可能とす
る。

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

参 考

令和２年４月に新型コロナウイルス感染症に対する緊急経済対策における税制措置として追加

法人税・所得税

～中小企業向け設備投資減税～

認定経営革新等支援機関
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中小企業投資促進税制の延長

新型コロナウイルス感染症の影響による落込みからの回復に向けて、設備投資に取り組む中小企業を支援
するため、適用期限を令和５年３月31日まで２年間延長する。

要望内容

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

＜現行制度＞

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

（参考）業種別の利用状況

法人税・所得税

～中小企業向け設備投資減税～
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商業・サービス業・農林水産業活性化税制の延長

新型コロナウイルス感染症の影響による落込みからの回復に向けて、商業・サービス業等を営む中小企業
者等による店舗の魅力向上や業務改善等に資する設備投資を促進するため、適用期限を令和５年３月31
日まで２年間延長する。

要望内容

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

＜現行制度＞

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・所得税

～中小企業向け設備投資減税～

認定経営革新等支援機関
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中小企業防災・減災投資促進税制の拡充・延長

中小企業の自然災害等への事前対策を後押しするため、中小企業の実行性のある防災・減災対策のため
の設備投資を促進する税制措置について、対象設備を拡充した上で適用期限を令和５年３月31日まで２年
間延長する。

要望内容

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

＜現行制度＞

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・所得税

～中小企業向け設備投資減税～

【要望】

昨今の水害など激化する災害等や感染症への事前対策を強化するため、
対象設備に「重要設備のかさ上げに用いる架台」や「停電時の電力供給
装置」等を追加する。
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医療に係る設備投資減税の延長

地域における医療提供体制の確保のため、次の３つの特別償却制度について、適用期限を令和５年３月31
日まで２年間延長する。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・所得税

③地域医療構想の実現のための病床再編等の促進のための特別償却制度

対 象 設 備
病床の再編等のために取得・建設（改修工事を含む）をした病院用
等の建物・附属設備

優 遇 措 置 取得価額の8％特別償却

②医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

対 象 設 備
医師等の勤務時間短縮に資する一定の器具備品（医療用機器を含
む）、ソフトウェアのうち一定の規模（単品30万円以上）のもの

優 遇 措 置 取得価額の15％特別償却

①高額な医療用機器に係る特別償却制度

対 象 設 備 一定の医療用機器（単品500万円以上）

優 遇 措 置 取得価額の12％特別償却

【要望】

高度な医療の提供という観点
から対象機器の見直しを行うと
ともに、全身用CT・MRIについ

ては引き続き配置効率化等を
促す仕組みを講じる。
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研究開発税制の拡充・延長

①研究開発投資の増加を促すための控除上限の引上げ、②リアルデータ・AIを活用したビジネスモデルの

転換に不可欠でありながら、現状制度の対象外となっているクラウド環境で提供するソフトウェアに係るアル
ゴリズム構築等の研究開発行為を税制の対象に追加等の措置を要望

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

【要望】

①総額型及び中小企業技術基盤強化
税制の控除上限25％⇒30％に引上げ

②クラウドサービスや製品開発のため
に用いられるツール等、自社利用ソフト
ウェアに係る試験研究費について、発
生時損金処理と研究開発税制の税額
控除対象試験研究費への算入

③オープンイノベーション型の見直し
（手続の合理化等）

④「総額型の控除率の上乗措置の適
用期限」「試験研究費の額が平均売上
金額の10%超の場合の上乗措置」「中

小企業者等について、試験研究費が
8％超増加した場合の上乗措置」の延
長 （令和４年度末まで２年間延長）

法人税・所得税

【出典】令和３年度文部科学省税制改正要望項目
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所得拡大促進税制・大企業向け賃上げ税制の延長

景気の早期回復を実現するため、中小企業全体として雇用を守りつつ、地域の中小企業等での人材育成を
促進し、賃上げによる所得の拡大を促す税制支援が引き続き必要である。このため「所得拡大促進税制」の
適用期限を令和４年度末まで２年間延長する。「大企業向け賃上げ税制」も同様に延長する。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・所得税

＜所得拡大促進税制のイメージ＞

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

【要望】
適用要件について、賃上げに限定せず、従業員への
給与等支給総額の拡大等に着目し、支援する。
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中小企業者等の法人税率の特例の延長

新型コロナウイルス感染症の拡大懸念等により先行き不安がある中、中小企業の経営基盤の維持や資金
繰り負担を緩和するため、中小企業者等の法人税率の特例について適用期限の２年間延長を要望

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税

対 象 所得区分 本則税率 租特税率

大法人
（資本金１億円超）

― 23.2％ ―

中小法人
（資本金１億円以下）

年800万円超 23.2％ ―

年800万円以下 19％ 15％

【現行】
令和３年３月31日までに開始する事業年度まで

【要望】
令和５年３月31日までに開始する事業年度まで

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望
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交際費課税の特例措置の拡充

新型コロナウイルス感染症の影響により、特に飲食業の客数・売上の減少が深刻な状況となっていることか
ら、飲食業界全体の回復を図るため、接待飲食費の50％損金算入措置について、新型コロナの感染予防
対策を講じた上で提供された飲食費について損金算入できる割合を時限的に拡充する。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

【出典】令和３年度主な税制改正要望の概要（厚生労働省）

新型コロナの感染予防対策を
講じた上で提供される飲食費
⇒損金算入割合を時限的に拡充

法人税
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サテライトオフィス整備に係る軽減措置の創設

総務大臣の計画認定を受けて一定のセキュリティ水準を確保したサテライトオフィスの整備を行う企業が、
サテライトオフィスの整備に際して取得した設備に関し、法人税と固定資産税の減免措置を行う。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税・固定資産税

適 用 期 間 令和３年４月１日から令和５年３月31 日まで

対 象 者 総務大臣の計画認定を受けてサテライトオフィスの整備を行う法人

対 象 設 備

計画に従って東京都特別区及び大阪市を除く地域において取得した
専ら他人の用に供するサテライトオフィス整備に係る次の設備

⇒ LAN設備（ルータ、スイッチ、Wi-Fiルータ、ファイアウォール、
VPN装置、ネットワーク監視装置、回線設備）、サーバ、
セキュリティカメラ設備、複合機、電気設備、附帯設備

法 人 税 の
減 免 措 置

選択適用
①取得価額×30％の特別償却
②取得価額×５％の税額控除

固定資産税
の減免措置

取得後３年度分、課税標準を１／２に
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ビジネスモデル転換に資する税制措置の検討

新型コロナウイルス感染症の影響により、「人」同士の接触自体がリスクであるといった認識に加え、デジタ
ル化の持つ潜在力が広く現実のものとして認識されるなど、ビジネスを取り巻く環境が大きく変化している。
こうした大きな変化に対応した大胆なビジネスモデルの変革（事業再構築・再編等）に取り組む企業を後押
しするための税制措置を検討する。
（例）投資に対する特別償却・税額控除、繰越欠損金の控除上限の引上げ

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

法人税

【出典】令和３年度税制改正に関する経済産業省要望

（参考）海外におけるビジネスモデル転換の例
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親族以外の第三者による事業承継の促進税制

親族等の後継者が決まっていない場合、金融機関等により承継先の仲介支援が行われているが、第三者
への株式譲渡による事業承継は創業利益が一括で株式譲渡課税（約20％）されるため、承継の障害となっ
ているとの指摘がある。そのため第三者への事業承継について、譲渡益課税を猶予する措置を講じる。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

【出典】令和３年度税制改正要望項目（金融庁）

資産税

【要望】
譲渡益課税
の猶予

＜現行制度＞
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教育資金一括贈与非課税措置等の延長

祖父母等から孫等に対して一括贈与された教育資金を受けた場合の贈与税の非課税措置について、令和
３年３月31日までの時限措置であることから適用期限を延長する。あわせて「結婚・子育て資金一括贈与非

課税措置」も同様に適用期限を延長する。※要望では延長される期間について明記されていない。

要望内容

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

資産税

【出典】令和３年度文部科学省税制改正要望項目

＜現行制度＞
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〇セルフメディケーション推進のための医療費控除の特例措置の５年間延長、対象医薬品の範囲拡大等
〇ベビーシッター等の子育て支援に要する費用の税制上の措置
〇生命保険料控除制度の拡充（各保険料控除の最高限度額５万円、合計15万円に）
〇金融所得課税の一体化（デリバティブ取引・預貯金等への損益通算範囲の拡大）
〇企業型・個人型確定拠出年金の拠出限度額の見直し
〇基金拠出型医療法人における負担軽減措置の創設（みなし配当課税の納税猶予等）
〇新型コロナウイルス感染症に係る予防接種による健康被害の救済給付に関する税制上の所要の措置

所得税

〇中小企業による経営資源集約化（株式譲渡、事業譲渡、合併等）の促進に係る税制措置の創設
〇企業の機動的な事業再構築を促すための自社株式等を対価とするM&Aの円滑化（譲渡益課税繰延べ）
〇地域未来投資促進税制の２年間延長と要件見直し
〇中堅・中小企業向け融資促進支援のための時限措置（金融機関の貸倒引当金の損金枠の拡充）
〇企業再生税制の拡充（事業再生ファンドによる債権放棄の追加）
〇不動産投資法人における未収賃料の特例（利益の90%超を配当する「導管性要件」の緩和）
〇経済のデジタル化に伴う国際的な課税の見直し（最低税率課税など）への対応

法人税

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

その他の要望項目

資産税

〇上場株式等の相続税に係る見直し（相続税評価について所要の措置）
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〇電子帳簿保存制度を含む申告・納税手続に係る所要の見直し（各種要件や押印等について緩和）
〇産後ケア事業を消費税の課税対象から非課税対象に
〇車体課税の延長・見直し
①取得時等にかかる税負担の大幅な軽減（エコカー減税の延長・見直し、環境性能割の臨時的軽減等）
②将来のモビリティー社会像を見据えた課税のあり方の検討（簡素化等の視点も踏まえ検討）
〇新型コロナウイルス感染症で甚大な影響を受けた交通運輸等への資金繰り対策に資する所要の措置
〇ガス供給業等に係る法人事業税の課税方式の変更

その他

〇土地に係る固定資産税の負担調整措置等の３年間延長及び経済状況に応じた所要の措置
〇土地等に係る流通税の特例措置の延長
①土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の特例措置(移転登記1.5%、信託登記0.3%)の２年間延長
②宅地評価土地の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置(1/2)の３年間延長
③住宅・土地の取得に係る不動産取得税の軽減税率(3%)の３年間延長
〇買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置の２年間延長
〇サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の２年間延長
〇マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正に伴う税制上の所要の措置
〇地域連携薬局・専門医療機関連携薬局に係る不動産取得税の特例措置
〇地域医療構想実現に向けた不動産取得税・固定資産税・登録免許税の軽減措置の創設
〇心身障害者を多数雇用する事業所に対する不動産取得税・固定資産税の特例措置の延長

住宅・土地税制

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

その他の主な要望項目
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近年の会計検査院指摘事項

近年は会計検査院の指摘を受けて、後日、税制改正で手当てされているケースがある。
（例）海外中古不動産の減価償却費（簡便法で計算）を活用した節税スキームの制限

国外扶養親族の過度な扶養控除の制限

※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

（参考）要望にない項目

開廃業手続による事業の引継ぎで事業を開始し
た新経営者が、事業開始年とその翌年の２年間
に免税事業者となっている現状を問題視

⇒X3年（事業開始年）とX4年は基準期間におけ
る課税売上高がないため免税事業者

消費税の免税事業者制度

X1年 X2年 X3年 X4年

旧経営者
１億円
⇒課税

１億円
⇒課税

5,000万円
⇒課税

（なし）

新経営者 （なし） （なし）
5,000万円
⇒免税

１億円
⇒免税

令和３年度税制改正以降で手当て
される可能性があるので今後注目

法定繰入率が実際の貸倒損失発生率を大幅に
上回っている状況を問題視

控除率（１％）を下回る金利で借り入れている者
の割合が約８割という状況（逆ざや）を問題視

【出典】会計検査院「平成30年随時報告」をもとに作成

中小企業等の貸倒引当金の特例

住宅ローン控除

事業区分 法定繰入率 貸倒損失発生率

卸売業・小売業・飲食店業 10/1000 2.2/1000

製造業・電気業・ガス業 8/1000 2.2/1000

金融保険業 3/1000 0.1/1000

割賦販売小売業等 13/1000 0.2/1000

その他の事業 6/1000 3.0/1000


